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しか し・1986年8月19日付 ソ連 共産 党中央委員会 ・ソ連閣僚会 議決定 「対外経 済関係 の管理改善
ゆ
に関す る措置 について」 を起点 として,ソ 連 の対外経済政 策 の改 革が開始 され,い まやこの分野 で
ゆ
の ペ レス トロイカは急 速 に進行 している。 ソ連 の対外経済政策 にお ける もっと も大 きな変化 のひ と
つは,ソ 連 領 内で外国企業 との合弁企業 を認可 した ことであろ う。1987年1月13日に最初 の合弁企
業法(ソ 連 閣僚会議決 定 「ソ連 の組織 と資本主義 諸国お よび発展途 上諸国 の企業 が参加 す る合弁企
業の ソ連 領内 におけ る設 立お よび活動 の方式 について」)が決 定 され たが,そ の後2度 に わた って
重 要な修 正が加 え られた。1987年9月17日付 ソ連共産党 中央委 員会 ・ソ連 閣僚会議決定 「新経 営条
件 下 におけ る対外経済活動 の改善 に関する追加 的措 置 につい て」 では,合 弁企業設立手続 きが簡素
化 された。最初 の合弁企業法 では,合 弁企業設 立 にあた って その定款 とF/S(企 業化調査)報 告
書が共和 国 レベルの省庁 に提 出され,さ らにゴ スプラ ン,財 務 省,連 邦 レベル の関連省庁 で協 議 さ
れ,ソ 連閣僚会議 の承 認 を得 て財務省 に登録 され ることにな っていた。 しか し,こ の決定 によ って,
合弁企業設 立認可 はソ連邦省庁 お よび連邦共和 国閣僚会議 が 自主的 に行 うことにな ったのであ る。
さらに,1988年12月2日付 ソ連 閣僚会議決定 「国有企業,協 同組 合,そ の他 の社会 的企 業,合 同,
組織 の対外経 済活動 の一層 の発展 について」 では,① 最大49%と されてい た外 国企業 の1二[1資制限
の撤廃,② 外国人 で も合 弁企 業の会長お よ'び社 長 に就任す る ことが可能 とな った こと,③ 海外送
226一 経 営 論 集 一一
くの
金の 自rl1化,税制上の優 遇措 置な ど根 本的 な改正 が行 われた。
こ うした合弁企業法 の改善 にと もな って,合 弁企業 の設 立件数 は急 速 に拡大 してお り,月 平均設
立件数 をみ ると1987年に1.9件であ った ものが,1988年に14件,1989年には90件 に も増 加 して
い る。(第1表 参照)1990年1月1日 現在 で合弁 企業 の設立件数は1,274件で,そ の投資総額 は33
億ルー ブル に達 してい る。 しか も,そ の90%は 資本主義諸 国の企 業 との合弁 であ る。
(第1表)1989年12月初頭までの月別 ・年別 の合弁企業設立状況












しか し,外 国企業の推 賞比 率は比較的低 く,合 弁企業 の総投資額33億ルー ブルの うち外国企業の
投資は約4割 の14億ルー ブル であ る。
また合弁企業 の部門構成 の点 では,ソ 連が期待 してい るよ うな生産部門 の割合 は少 な く,F合弁企
業 全体 に占め る機械工業 部門の割合 はわずか4.8%,農 工 コ ンプ レクスは4.4%にす ぎない。 もっ
とも多いのは,商 業,観 光,軽 工業 で32.5%,つい で研 究 ・開発,エ ンジニア リング,コ ンサル
　
タン トで29.9%とな ってお り外国企業 の多 くは比較的 リスクの小 さい部門 に投資 してい る。
さらに,合 弁企業 の資L本金 も小規模化 する傾向が み られ,1987年の一 企i業平均670万ルーブルか
ら1989年には300万ルーブルに減少 してお り,し か も外 国企業 の出資額 は一企業 平均240万ルー ブ
ルか ら100万ルー ブル に減少 してい る。1989年12月初頭 までの1,180件につ いてみ ると,資 本金
100万ルーブル以下 の合弁企業は59.5%,100万以上500万ル ーブル未満 の合弁企業 とあわせて総
くの
i数の86.4%を 占 め て い る。
しか も,1989年1～9月 に操 業 を開 始 した合 弁 企 業 は184社 に す ぎ ず,6億490万 ル ー ブ ル の 商
品 ・サー ビ ス を生 産 ・販 売 し,そ の うち7,040万ル ー ブ ル を輸 出 し たが,合 弁 企 業 に よ る輸 入 は輸
　の
出 を1億8,720万ルー ブル も上回 ってい るのであ る。
このよ うに,ソ 連におけ る合弁企業は量的 には急速 に拡大 しつつあ るが,質 的 な面 では多 くの問
題点 を抱 えているよ うに思われ る。 この ような現状 の背景には,'ソ連側 と外 国企業 との問 で合弁企 .
業 に対 する認識 の相違が ある。 ソ連側は,合 弁企業 の設 立 目的 を,① 外 資,科 学技術,機 械 ・設
備 の導入に よる産業構造 の高度化,② ソ連 の機械 工業製品 の輸 出拡大,③ 経 営管理技法 の修得,
④ 輸入代替 に よる外 貨の節約,⑤ 外 貨獲得 な どにお いてい る。 これにた い して,外 国企業 の関心
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ll資 産 評 価
合弁企業 の実際 の財政 活動 は,創 業開始 に必要な機械 ・設備,ラ イセ ンス,稼 動 資本 の財源 とな
る設 立資金 の形成 か ら始 まるが,こ の設立 の初期段階 に ドル,ル ー ブルあ るいは現物形 態での出資
を どのよ うに評価 す るか とい う困難な問題 を解決 しなければな らな い。
この問題 は,1987年1月13日付 ソ連 閣僚会議決 定第9号 「ソ連 の組織 と資本主義諸国 および発展
途上諸国 の企業 が参加 す る合 弁企業 の ソ連領 内におけ る設 立お よび活動 の方式につ いて」 において
次 のよ うに定 め られてい る。
「合 弁企業 の設立資金 の出資勘定 としては,建 物,施 設,設 備,そ の他 の物財 および 土地,水,
その他 の天然 資源 や建物,設 備 の使用権,そ れ以外 の財産権(発 明,ノ ウハウの利用権 を含 む)
の登記 と出産者 の所属 国の通貨 と交換可能通貨 によ る資 金の払 い込みが可能であ る。」
「ソ連側 出資者の設 立資金への出資額 は,合 弁企業 の 設 立契約 の調印 日あるいは 出資者 の合意
による別 の 日付 の ソ連 国立銀行 の公定 レー トで 出資額 をルー ブルに換算 した上で,同 様 の手続 き
で評価 され る。世界市場価格が存在 しない場 合は,払 い込 まれ る資産 の評価額は 出資者間 の合意
に よ り定 め られ る。」
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ここで まず問題 とな るのは,外 貨出資が互 いに合意 された 日付 の公定 レー トに もとづいて評価 さ
れ る ことであ る・ この公定 レー トは財務 省 によ って人為的 に設定 された ものであ り,実 際 の経済 力
を反 映 してはいな い。た とえば,1989年11月3日に ソ連 で初 めて行わ れた外 貨オー クシ ョンでの平
均 レー トは1外 貨ルー ブル=15・2ルー ブル であ り,こ れはルー ブルが公定 レー トの15.2分の1の 価
値 で取 引 された ことを示 してい る。公定 レ一一トは現在1米 ドル==約0.63ルーブル であるか ら,取 引
ゆ
された平均 レー トは1米 ドル=約9.56ルー ブル だ つた ことにな る。 また,基 本的 に旅行者用 レーF
に限定 された もので あるが,1989年11月1日以降ルー ブル の対外為 替 レー トが10分 の1に 切 り下
ロゆ
げ られ1米 ドル=約6・3ル ー ブル とな った。 この よ うに,現 在 の公定 レ・一一Fは実 際の経済 力 を反映
してお らず,し か も ドル をは じめ とす る外 貨は,西 側 の科 学技術 や機械 ・設備 の購 入 な どの点 か ら
みて合弁企 業に と っては公定 レー ト'で換算 す る以 上 に 高し・価値 を もってい るに もかかわ らず過少評
価 されて しま う。 こうした事態 にた い して外国 のパ ー トナーは,初 期投 資におけ る外貨建 ての現金
出資額 をでき る限 り抑制 するか,あ るいは外貨 以外 の形態 での 出資勘定 を高 く評価す るこ とによ っ
て埋 め合わせ を計 らざるをえな いであろ う。 しか し,こ う した行 動は合弁企業 の発展 の可能 性 をす
でに稼働 開始 前か ら制約 す ることにな る。 よ り現実的 な為替 レー トの設定 あ るいはルー ブル の交換
性 の問題・ いいかえれば合 弁企業 を設 立す る当事者 自身の努 力だけ では解決 す ることのできな い国
内経 済 と 世界経済 の係わ り方 とい った今 日までの ソ連 の経済体制 その ものに起 因す る問題 点 のた め ・
に,合 弁企業は設立 当初 か ら資金不足 とい う問題 を抱 え込 む可能性 があ る。
また現物形態 での出資 には,外 貨建 ての出資 の評価 よ りもさ らに複雑 な資産 評価上 の問題 が ある。
この問題 は1987年6月30日付 の法律 「合 弁企 業への設立 フ ォン ドへの 出資 として ソ連側 参加者 によ
り払 い込 まれ,ま た
.はリー ス条件 で合弁企 業の一時的使用 に供 され る土地,天 然 資源,.建物お よび
施 設 の評価手続 」のなか でさ らに細 か く規 定 されて い る。 それ によれば,「合弁企業 の設 立に際 し,
1そ の使用権 が合 弁企業 の設立 フ ォン ドへの ソ連側 の 出資に算入 され る土地
,天 然 資源,建 物お よび
施 設 の評価 は・互恵 の原則 に もとづいて,参 加 岩間 の合意 に よ り行われ る。 その基 礎 と して,ソ 連
お よびパ ー トナーの国にお け る現行評価 を採用 す る」。 また,天 然 資源 の評価 につ いては,「相応 の
支払 い と引 き換 えに一時 的 に供 され る」 とされ,「支払い の形態 として,土 地価 格,新 規土地 の農
業 開発用控除 、森林 の切株料,地 質探査作業用控除,水 使用料 を採用 する ことがで きる」。 さ らに,
「ソ連側 参加 者 によ り出資 と して払い込 まれ る建物 お よび施 設 の価値 は,主 要な資本主義企業 の便
覧お よびパTト ナー の国 の公 式刊行 物 に公表 され る建物 お よび施 設 の範疇お よび 質に相応 した平均
化 された比価 格指標 に.もとづいて,必 要な修 正 を施 し,ま たは ソ連の現行 の基準 お よび評価 によ っ
て定 め られ る見積 もり(帳 簿)価 格 を基礎 として,互 恵 の原則 に よ り定 め られ る」。
しか しなが ら,こ うした規 定は抽象的であ るとい うばか りでな く,そ もそ も現物 形態 での出資の
評価 の基礎 とされ る 「現行評価 」 その ものに問題が あ る。 ソ連 におけ る土地 や天然 資源の価格 評価
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は,そ の効 率的利用 を図 るた めに資源使用料 とい う形態 で これ まで も実施 されてきた。 だが,こ の
ノル マチー フは 上級 の経 済管理機関 によ って恣意 的に設 定 されてお り,必 ず しも十分 な経済 的根 拠
をもった ものではなか った。 近年,土 地 を資源 の質 ・:量とその地理的位 置や天然 資源 の開 発 のた め
に必要 とされ る追加的な投 資量お よびその経済効 率(イ ンフス トラクチ ャの整備な ど)を 考慮 して
　一定 の区域 に分 類 し,異 な る地代 を 設 定す るとい った試 み も 現 れてい るが(モ スクワの例),全 国
レベルでは こ うした土地 ・天 然資源 の価格評価体 系は未整 備 であ る。
この問題 は,合 弁企業 を誘致す る前提条件 とな るインフラス トラクチ ャー の整備 の問題 とも関連
してい る。 ソ連東欧経 済研究所 が実施 したア ンケー ト調 査お よび面接調査 に よれば,イ ンフラス ト
ラクチ ャーの未整備が もっとも大 きな問題点 のひ とつ として指摘 され てお り,こ の整備 の段階 か ら
外 国企業 の投 資参加 を求め るのは,外 国のパー トナーの イ ンセ ンテ ィブを著 し く無視 してい るとの
　
批判が ある。 た しかにソ連側 と しては財政赤 字 の折 りに巨額 の投 資を必要 とす る インフ ラス トラク
チ ャー の整備 を独 力で行 うことは困難 であろ う。 しか しなが ら,こ の投資 を正確かつ迅速 に地代 に
反映 させ ることので きる合 理的で柔軟な地代 評価 の システムが経済制度 のひ とつ として形成 されれ
ば,長 期的 にみて この投 資は ソ連側 に とって も回収可能 な もの である。 やは りここで も従来 の硬 直
的な経済制度 その ものが合 弁企業 発展 の障 害 とな っているよ うに思 われ る。
また,土 地 ・天然 資源は,所 有権 ではな く,借 地権 のみが認 め られてお り,1987年6月30日付 の
法律 「合弁企業 の設立 フ ォン ドへ の出資 と して ソ連側参加者 に よ り払 い込 まれ,ま たは リー ス条件
で合 弁企業 の一・時的使用 に供 され る土地,天 然資源,建 物お よび 施設 の評価手続」 では,「 ソ連側
当事者が合弁事業 に対 して提供 す る土地,山 林用 地お よび水用地,鉱 物 の産地 の評価 は企 業の固定
資産 には含 まれ ず,そ の減価償却 は計算 されな い ものとす る」 と定 め られてい る。 しか しなが ら,
木 材産 業や地下資源の開発な どを対 象 とす る合 弁企業 の場 合,原 材料 を長期にわた って確保 す ると
い う点か らみて も合弁企業 自身の長期的経営戦略 の策定 とい う点か らみ て も,一 定 の森林 や鉱 区 ・
池 田な どに対 す る管 理権 が与 え られ る必要 があろ う。 これに よ って,合 弁企業 自身による天然 資源
の価格 評価 あ るいはその将来性 につ いての 自主的 な判断 も可 能 とな るだろ う。 これは利 権政策 の問
題 とも関連 す るが,ソ 連 自身が1920年代の ネ ップ期 に こう した経 験 を もって いることを指摘 してお
こ う。1923/1924年度～1927/1928年度 のあ いだの総投 資額 は265億ルー プであ り,そ の うち工業
への投 資額 は78億ルー ブルであ った が,利 権企業 の投 資額 はわ ずか4,530万ルー ブル とその0.57%
を占めるにすぎなか った。 しか し,利 権 企業 の経済的成果 を過 少評価 してはな らない。一部 の例外
を除 き,総 じて利権企業 はかな りの高収益 をあげ ている。全利権企業 の投 資額 に対 す る純益 の割 合
は,1926/1927年度 には81%以上,1927/1928年度 には約96%で,300・v4eo%に達 す る企 業 も見 ら
れ た。利権政策 が継続 されてい る期間中に,利 権 企業 と貿易 に携 わ る合 弁企 業に よって獲得 された
資金は2億 金 ルー ブルに及 び,そ の うち8,500万金ルー ブルが物的投資 に向け られた。 と くに,鉱
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業 部門 におけ る利権企業 の役割 は大 き く,た とえば利権 企業は1926年の鉱業部門 の総生産 額 の3%
を占め,1927年にマ ンガ ン鉱 の約40%,金鉱の約35%,鉛鉱 の62%以上,銅 鉱 の約12%を占めてい
た。 しか も,こ れは国内の工業生産 の発展 にばか りでな く,外 貨 の獲得 に も一定程度貢 献 した。 ま
















営管理 に役 立て ることを課題 とす る管 理経営は未発達 であ った。 日ソ合 弁企業 「イギル マ ・タイ リ
ク」 の 日本側 関係者が,次 のよ うな不 安 を表明 してい るの も,管 理会 計 の未発達 が原 因であ ると考
え られ る。
「日本 では,経 理 の第 一 目的は,企 業 の活動 の金銭面 での総括 を月単位 で行 い,翌 月の5日 ま
でに必要なデー タを出す ことにあ ります。 そ うして初 めて,仕 事の プ ラスマ イナ スを見定 め,た
だちに必 要な修 正措 置 を加 える ことがで きるのです。 ソ連 の経理担 当者は,全 く急 こ うとせず,
・年間報告が できれば良い と考 えてい るよ うです。 この よ うなや り方 では,山 内 日本側 副社長 は 月
間 の支 出 と収入 を数字 でつかむ ことが できず,日 本側 も事業が利 益 を出 してい るの か,損 を して
ロの
いるのか は っき りしない とい うことに な ります 。」
こ うした会計制度上 の特 質は,減 価償 却期間 の設定 に も反 映 してお り,競 争や新 技術 の開発 な ど
による機械 ・設備 の陳腐 化 とかかわ る固定 資産 の社会 的摩擦 の問題 が十分 に考慮 され てお らず,償
ゆ
却期間 は平均8～12年 と長 い。 こ うした問題 点については,す でに1985年8月13日付 ソ連 閣僚 会議
決定第770号 「ソ連 の国民経済 にお け る固定資産 の減 価償却 にかかわ る新 基準 の作成 について」の
なか で次の よ うに指摘 され ている。







ー され た国際会計基 準へ の模索 が始 まってお り,ま た ソ連 で1989年末 までに国際会計協会への加入
　
をめざす会計 人協会 を設立 す るとい った動 き もみ られ る。
いずれにせ よ,現在 の ところ ソ連 にお ける土地 ・天然資 源 の貨幣評価 システムの未整備,固定資産
の評価 基準の資本主義 諸国 との相違 のために,合 弁企業 当事者は相手側 の現物形態 での出資 に異な
った評 価 を与 えるので,合 弁企業 に とって こ うした出資の現実的 な価格評価は きわめて困難 である・
ソ連側 は,合 弁企 業にた い して,た いてい土地 と施設 を準備す る責任 がある。・しか し,こ れ らは
ソ連側 に とって実際 には それほ ど大 きな コス トではな い し,合 弁企業設立 の前提 ではあ るが,実 際
の生産活動 に とっては科学技術 や機械 ・設 備ほ ど重要ではない。 これ に対 して,外 国側 が提供す る
機 械 ・設備,あ るいは特定 の技術 ラ イセ ンスは,生 産活 動 にとって もっとも重要な部分であ り,合
弁企 業 の経営実績 に も大 きな影 響 を与 える可 能性 が高い。 さ らに,政 治的 ・経済的 リスクがあ るば
か りでな く,技 術 ライセ ンスの価 格には,自 国政府か ら技術移転 認可 を うけ るための交渉努 力,輸
出認可取 得 に必要 な製 品の修 正,ソ 連 市場 に適応 す るための製品 の修 正,ソ 連人労働 者に対 する技
ゆゆ
術教 育な どの追加的 費用 は含 まれてない。
現物形態 での出資 にたいす る合弁企 業当事者間の評価格差は,相 手側の出資額 を過少評価 しよ う
とす る傾 向 を もた らす。外 国企業 は,自 社 の提供す る機械 ・設備 の評価額 を最大 に しょ うと し,明
確 な評価 基準 のな い ソ連 の上地 ・天然 資源 に高い代価 を支払 うこ とには関心がない。一方,外 貨割
当が制限 され てい るソ連側 企業 は外国企業 の出資に対 して株式 によ って プ レミアム を支払 わな けれ
ばな らな いので,自 国 の評価額 を引 き上 げよ うとす るのであろ う。 しか し,こ の ような出資の過大
評価 が行 われ ると,合 弁企業 は水 増 しされた財政基盤で操業 を開始す ることにな り,し か も企業の
経営実績 は これ に もとづいて評価 され るのであ る。 したが って,こ うした現物形態 での出資の評 価
格差 は,合 弁企業 の利 害が合弁企業 の両 当事者 の どち らの利 害 とも一致 しな くな るとい う事態 を引
　
き起 こ しかね ない。 また,出 資額 の決定後 の最終段階 で,ソ 連側 が現物形態 での出資 を恣意的 に評
価 し,自 己負担分 の出資 に代 え るとい った こと もあ りうる。合弁企業 のなかには,現 物形態 での出
資 の評価 が困難 で あ るとともに評 価額が年 によ って変化す るためにソ連側の資本金 に現物 出資 を認
め ていな い合弁企 業 もあ る。
こ うした条件 の下 では,外 国企業は,当 面,出 資を最小限 に抑 え ることに よって,ソ 連市場 への
投 資の複雑 さと リス クに対応 せ ざる をえな いであろ う。事実 こ うした傾 向がみ られ る。た とえば,
オ キシデ ンタル ・ペ トロ リアム社 その他 の西側企業は,ソ 連 と60億ドル相当の製油所建設で覚 書 を
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かわ したが,そ の出資額 は2億 ドル以下,す なわ ち計画 の約3%に す ぎない。 ソ連 ・イタ リア合 弁
企業 「ソヴブチ タル」 の場 合,リ スクの96%を負担 す るのは ソ連側 で,イ タ リア側 出資企業 の リス
ク負担 は わずか に4%と 驚 くべ き契約 内容 とな ってい る。 また設 立 フ ォン ドの形成 が引 き伸 ば され,
実 際の投 資が設立文書 の記載 と著 し く異な る とい う事態 も生 じてい る。 た とえば,調 査 を受 けた合
　
弁 企業30社 の資料 に よれば,設 立 フ ォン ドの26%が 未納 であ った。
この よ うに,リ スクを回避 しよ うとす る外 国企業 め努 力によ って,厳 しい資本抑制,運 転資金 の
高 い借入 率 とい った問題 が発生 し,合 弁事 業の発展 を制 約 する可能性 がある。
さらに・資産評 価は,合 弁企業 の解散 あ.るいは同企業 か らの撤退 の際 に も問題 とな る。1987年1
.月13日付 ソ連閣僚 会議議決定 「ソ連 の組 織 と資本主 義諸国お よび発展途上諸国の企業が参加 す る合
弁企業 の ソ頽運内 にお け る設立 お よび活動方式 について」 に よれば,・「外 国側 出資者は,合 弁企業
の解散 あ るいは同企業 か らの撤退 にあた って,自 己の出資額 につ いて,ソ 連側 出資者 お よび第三 者
への 自己の債務 を償 還 した後,解 散 時点 め残余 資産 を貨幣 あ るいは現物 め形態 で返還 を受 け る権利
を有 す る」。 しか し,合 弁企業 当事者間で合意 された固定 資産評価 の統 一的基準 がなければ、.解散
時 におい て も トラブル が発生 しかねな いよ うに思 われ る。
HI利 益 の 分 配
操業 が開始 され ると,合 弁企業 が財政 的に成功 す るためには,合 弁企業 の両 当事者 が同一 の利 益
目標 を共有 す ることが必要であ る。合 弁企業 は,粗 収益か ら一部 を将 来 の損 失 に備 えな予備 フ ォン
ド,ボ ー ナスと労働 者の福利厚生 のための社会的 フ ォン ド,財政的基盤 を強化す るための投 資フ ォ
ン ド,そ の他各種 フ ォン ドを控 除 しな ければな らない。 これ らを控 除 した後 に得 られ る純 益 に,設
立2年 後か ら30%(極東経済地域 では,利 益 計上 が公表 された時 点か ら3年 後 に10%)の課税がな
され,そ の残余 が出資比率に応 じて分配 され る。さ らに,外 国企 業は,原 則 として20%の海外送金
へ の課税 を支払 わなければな らない。 もっと もこの海外 送金への課税 については,1988年12月2日
付 ソ連 閣僚会議決定 「国有,'協同組 合 その他 の社会的企業,合 同,組 織 の対外経済活動 の一一層 の発
展 について」において,次 の よ うに非課税 あ るいは減税措 鍛が とられ ることにな ってい る。
「ソ連 と出資者 の所属 国家間で特 段 の定 めがないな らば,合 弁企業 の利潤 の外国 出資 者に支払
わ れ る部分 を海外送 金する場合 に,.一定期間,非 課税 にす るか,あ るいは税額 を減 ずる権限 を ソ
連財務省 に付 与す る ことが適 当であ ると認 める。 この権限は,合 弁企業が,主 と して,.消費財,
医療機器,.医薬品,技 術集約型製 品の よ うな国民経済的意義 を有 する製品 を生産 す る場合 に,ま
た,極 東経済地 域 に設立 されてい る合 弁企業 に行使 され ることが必要であ る。」
もし・合 弁企業 の粗収益 の20%が予備 フ ォン ドな どに控除 され,外 国企業が合 弁企業で49%の配
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当 を得 ると仮 定す ると,合 弁企業 の粗収益1ド ル当た りの外国企業 の収益 は,海 外送金へ の課税20
%の 場合に0.22ドル,こ れが免税 された場合 も0.27ドルであ る。
外 国企業 に とって もうひ とつ の収入源 とな るのは,合 弁企業向 けに販売 す る製 品 ・サー ビスの利
益幅 が大 き くな るよ うに交渉す る ことである。 しば しば,外 国企業は製造 原価 あ るいは若干 の利益
を見込んだだけの価格 で,自 社 が出資 している合弁 企業に販 売す る ことがあ る。 しか し,も し利益
率 を10～20%に設 定 した全部原価計算 が適用 されれば,合 弁企業へ の販売 か ら得 られ る利益は,合
弁企業 自体 か ら得 られ る利 益 を上 回る こと もあ りうる。・こ うした状況 では,外 国企業は合 弁企業 で
1,000ドルの利 益 をあげ るよ りも,む しろ合 弁企業 に1,000ドル相 当の製品 ・サー ビス を 販売 する
　
ことを目指すであろ う。 こ うした場合,外 国企業は この購入 コス トをカバ ーで きる範 囲内で合弁企
業 の収益率 を制限 しよ うと し,合 弁企業 自体 の発展 に とっては好 まし くな い結 果 を もた らす ことが
予想 され る。 この よ うな移 転価格(ト ランスフ ァー プライス)を 利 用 した海外送 金は,多 国籍企業
の本社 と海外 の子社会 との間で もひろ く採用 されて い る方法 であ.る。
また,外 国企 業への配 当は原則 と して外 貨 で支払 われ ることにな ってい るが,こ れは あ くまで も
合 弁企業 が 自力で外 貨 を獲 得す ることが前提であ る。 た とえば,,合弁企業 の対 象が ソ連 国 内にお い
て も直接外貨 を獲得 でき る外 国人専用 ホテルの経 営 や容易 に外 貨獲得 源 とな りうる天然 資源の開発
(石油,天 然 ガス,あ るいは水産 加工,木 材加工 な ど)の 場合 には外 貨獲得 の問題 はあ まり大 きな
問題 とはな らな い。 しか し,国 際競 争が激 しく,現 在 の ソ連 の技術水 準か らみて輸 出が困難な製 品
(ハイテク製 品,自 動 車,大 衆消費財 な ど)が 対 象 とな る場合 には,ど の程度 国際 競争力のあ る製
品 を生産 できるかが もっとも重要な問題 とな って くる。 これは,単 に合弁企業 の科学技 術,機 械 ・
設備 の水準 の問題 だけではな く,ど の よ うに して世界市場 の需要 に適 合 した高晶黄 の製 品 を開発 し.
しか も低価絡 で供給 しうるか とい うマーケ テ ィングをふ くめた経 営管 理⊥ の問題 と係 わ ってい る。
しか し,ソ 連 側出資企業 の経験不足 か ら,外 国市場 への製品輸 出は外 国企業が 自社 の販売 ルー トを
ゆ
利 用 するな ど,結 局は外 国企業 がマー ケテ ィング を行 わなければ な らない。 これは,ソ 連東欧経済
研究所が行 った ア ンケー ト調査 で も指摘 されてい る。 こ うした問題 を解 決す るた めには,品 質管理
を徹底す るほか,合 弁企業泊 体 に商社的機能 をもたせ ることな どが必要で あろ う。 さ らに,ソ 連国
内向 けの大 衆消費財 やサー ビスに携わ る合弁企業 では,直 接外 貨収入 を得 る方 法はな く,ル ーブル
の交換性 が確 立 されない限 り,経 営的 には きわめて困難 であ る。
合弁企業の流通:業務 につ いては,1989年3月7日付 ソ連 閣僚 会議決定第203号 「対 外経済活動の
国家的規制措 置について」に よ って,自 社製品(業 務 ・サー ビス)だ け を輸 出 し,ま た 自社 に必要
な製品(業 務 ・サー ビス)だ け を輸入 す るζ とがで きると定め られ,こ の結 果仲介業務 を行 うには
対外 経済 関係 省の認可が必要 とな った。 に もかかわ らず,外 貨獲 得が困難 であ ることか ら,も っぱ
ら貿易業務 や仲介業務 を行 う合 弁企業 が増加 する傾 向にあ り,そ れ以外 の合弁企業で も製品生産か
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ら流 通 業 務 へ移 行 す る例 が 見 られ る。 た とえ ば,ド ネ ツに あ る合 弁 企 業 「イ ン ター コ ン ピ ュー タ」
は,1988年12月12日に設 立文 書 に 変 更 を加 え,す で に流 通業 務 とモ ギ レフの近 くの保 養 地 で の 野 生
鹿 と イノ シ シの ハ ン テ ィ ング を専 門 と して い る。 さ らに,同 合 弁 企 業 に セ メ ン ト10,000t,木材
10,000m2,1,000tのアル ミニ ウ ム,青 銅200t,鋼 管9,000t,硅 素 鉄5,000t,マ グ ネ シ ウ ム合
金4,000t,合 板3,000m2,を輸 出す る一 般 的 承 認 が与 え られ て い る。 また,同 合 弁 企 業 はIBM
の コ ン ピ ュー タ(PC-2)と 交 換 に外 国 企 業数 十社 と極 度 に不 足 して い る原 料 を供 給 す る契 約 を結
ん で い る。 しか も,こ の コ ン ピ ュー タは,ソ 連 国 内で35,000～50,000ルー ブル と外 国 の10'》15倍
　
の価格 で販 売 され,同 合弁企業 は闇取 引に よ って大 きな収益 を上 げてい る。 また,合 弁企業 「イン
テル シ ェリフ」は大陸棚探査関係 で,専 用 船 ・設備な どを仲介 し,こ れに よ って ソ連 の船舶所有機
　
関は200万ドルの外貨 を稼 いでい る。
この他 これ とは異な った対応策 と して,利 益分配 のために第三 国 を仲介 したバー ター方式 を利用
す ること も考 え られ る。 た とえば,ト ル コは ソ連 の天然 ガ スを年間 最低6億5,000万ドル輸入 す る
15カ年協定 を結 んでお り,こ の輸 入 の大半 は トル コ製 品の ソ連 向け輸出 によ って相殺 され ることに
な って い る。 ところが,ト ル コは 自国 の生産物 だけでは十分な量の輸 出を賄 うことがで きないので,
外 国企業 は この協 定 を利 用 して トルコ経 由で ソ連 へ輸 出す ることがで き る。 トル コの企 業は完成 品
あ るいは半 製品 を外 貨で購入 し,'その製 品に トル コで付 加価値 をつ け,ソ 連 に輸 出 して天然 ガスへ
の支払 い とす る。外国企業 は,し ば しば ソ連側 の買手 と直接交渉 を行 い トル コは媒 体 の役割 を果 た
して,さ もな ければ外 貨不 足のために失敗 しかねない輸入 を実現 させ るのであ る。合弁企業が この
　
種 の資金調達手段 を:有効 に活用 で きない理 由はな いであろ う。
このよ うに,外 国企 業に と って財政上重要 な ことは,単 に合弁企業 か ら得 られ る直接的利益 だけ











約 または卸 売 り機 関 を通 じて 自由に原材料 や機械 を購入 す る もの とされてい る。
1987年6月4日付 ソ連 資材 ・機 械補給 国家委員会 によ って承 認 された 「外 国 および外 国企業が参
加 して ソ連領 内において設 立 され る合弁企業への資材 ・機械 の補給 および合弁企 業の製 品の販 売 に
ついて の手続 」お よび1987年11月4日付 同 「外 国お よび外国企業 が参加 して ソ連 領内に設 立 され る
合弁企業へ の資材 ・機械 の補 給お よび合弁企業 の製品 の販売手続 の追 加について」は,合 弁企業 に
た い して も基本的 に契約 に もとづいた卸 売 り商 業に よる資材 ・機械 の補 給がお こなわ れ ることを定
めている。
しか し,い まの ところ大 きな変化 は見 られない よ うに思われ る。 こ うした原材料調達 問題 は,長
い間 ソ連経 済 のネ ックとな っていた ものであ り,短 期間に解 決す ることは困難 である。現在 の とこ
ろ資材 ・機 械 の卸売 りπ場 は形成 されてお らず,合 弁企業は計画 の枠外 にあ り,し か もソ連企業 と
原材料 の供 給契約 を結 んでいた と して もソ連企業では常 に国家注文 が優先 され るために原材料供 給
は不安定であ る。 このため,合 弁企 業は独 自のルー トで原材 料 を確保 しなければな らず,し たが っ
て,こ れは 当該 合弁企業 と関連省 庁 との結 びつ きの強 さあるいは合弁企業 の指導者 が どの程度強 力
な人的 コネクシ ョンを もって いるか に よって左右 され ることも多 く,ソ 連側 のパー トナー の選択 も
　
重要な問題 とな ると考 え られ る。
上 級管理機 関 の恣意的 な決定 や合弁企業 の ソ適例 出資企業 に対 す るの干渉 が合 弁企 業 の発展 を妨
げてい る例 も見 られ る。た とえば,西 ドイツ企業 「ヘルテル アグ」(資 本金 の50%)と 「スタン コ
イ ンポル ト」,「フ レーゼル」企業合 同お よび 「セ ス トラレック」,モ スク ワその他 の器具 製造工場
(資本金各10%)に よって設立 された合弁企業 「ヘ ルテル ・スタ ンコ」 の例 では,1989年に資材 ・
機械補給国家委 員会 の地域機 関が企業へ の各種 サー ビス料 を1.5倍に引 き ヒげたが,こ れにはなん
の根拠 もな く,供 給 も改善 されなか ったので,企 業 の財務計 画は混 乱 し,合 弁企業 の主席活動 の発
　
展 を妨 げて い る。
原材料調達 問題は,こ の よ うな行政的な資材 ・機 械 の補給 制度 に内在 す る問題 であ るばか りでな
く,交 通 ・運輸 や通信 な ど経済的 イ ンフラス トラクチ ャーの問題 で もあ る。仮 に供給 者 がユーザー
の注 文 どお りに原材料 を発送 した として も,輸 送時 間が不規 則で貨物管 理が不十分 なた めに原材料
や製品の一部が輸送 の途 中で紛 失 した り,品 質 がいち じる しく劣化 した りす ることが多 々あ る。た
とえば,ロ ソ合 弁企業 「イギル マ ・タイリク」では,製 材 を イギルマか ら日本行 きの船 に積 み換 え
る ワニノ港 まで鉄道で5,400kmを輸 送 しているが,最 初 の数 ヵ月は製材 を積 ん だ貨車 は8～10日
で走 っていたが その後はな ぜか遅 くな り,14～24日かか るよ うにな り,そ れが製材 の品質に も悪 影
響 を与 えてい る。工場用設備 ・化豪薬品 その他 日本 か らの イギル マ向け:貨物 の鉄道輸 送 も滞 りが ち
　
で,操 業 を困難 に してい る。 また,輸 送 網の問題点 を示 す一例 として,た とえば 自動 車輸送 の場 合,
が
1989年前半に ソ連全体 で125万6,400ルLブル相 当の貨物 が輸送 中に被 害 をこ うむ って いる。 また・
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慶械 ・設備の多 くを外国企業に依存している場合,FAXやTELEXな ど基本的な通信設備の不
備から外部との迅速な事務連絡がとれず,適時の機械補給や修理が困難となることも予想される。
ゆ
「イギル マ ・タイ リク」 で も当初電話 がひかれず,東 京本社 との直接連絡 が取 れなか った。
以上 の よ うな問題 を解決 す るために,仮 にソ連政府 が合弁企業 に優 先的な資材 ・機 械補給 を保障
した と して も,ず 時的 な効 果は え られ るか もしれないが,そ れは前述 のよ うな行政的補給制度 の問
題 点 を根本的 に変え る ものではな い。 こうした問題 を根 本的に解 決す るには,ソ 連経済全体 として
資材 ・機械補給 の卸 売 り商業化 の進展 が必要であ り,こ の意味 で合弁企業 の将来 も経 済改革いかん
にかか ってい るとい えよ う。
V人 事管 理 問題
合弁事業 を推進 して い くにあた って,政 治的 ・経済的 に様 々な困難 が 予想 され るが,そ の成否 を
決定 づけ る重 要な要因 のひ とつであ るに もかかわ らず,も っと も予測困難 な問題 は,合 弁企業の主
体 の側 の問題,つ まり経営管理者 か ら現場 の労働者 まで を も含 む人的 要因の問題 であ る。 そ こで・
ここでは,経 営者 の選任,合 弁企業 における意 思決定過程,お よび労務 管理上の問題点 について検
討す る。
(1)経営者の選任
適切 な経営管理 と人 員配 置がい かに重要 であるかは,た とえば英 国のAPVParaca.とのハ ンガ
リーお よびブル ガ リアにおけ る2つ の合弁企業 を比較す る とよ くわ か る。ひ じょうに成功 して いる
ハ ンガ リー企業 の場合 は,APVは 地元 の労働者 を独 白に採用 す ることがで きた。合弁企業 の技師
長はAPVの 経営 者 と旧知 の間柄 であ り,合 弁企業 の運営 をしてほ しい とい うAPVの 要請 をここ
ろよ く引 き受 けた。 ブルガ リアでは,合 弁企業 の経営管 理者 は,言 語 と商習慣 には通 じてい るが,
技術面 では仕事 に興 味 をもって いない貿易機 関の職 員が行 って いた。 その結 果,合 弁 事業 は成功 し
なか った。 現地 の経営管 理者 が重 要であ ることを示 す もうひ とつ の実例 は 「コモ ドアー」(英国)
の例 で あ り,同 社 の元海外取 引部 長 によれば,ハ ンガ リー市場 におけ るコモ ドアー の成功 は 「ハ ン
ガ リー の学校制度 に とって コン ビ。ユー タ操作能 力が重要 であ るとい うことを認識 した先 見の明 もあ
ゆ
る一経営者 のおか げであ る」。
こうした例 か らもわか るよ うに,い かに実務能 力のあ る人間 を採用 で きるか が合弁企業成功 のカ
ギとな る。 その成功 を決定 づける要 因 としては と くに次の よ うな4っ の点が指摘 で きよ う。
① 選任:優 れた経営管理者 の選任 は決 定的 に重要であ る。 ソ連 で仕事 をこなす のに必要 な技術
的 熟練 と政 治的支援,お よび外国 のパー トナー と うま く仕事 をす る能 力 をもった現地経 営管 理
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者 の選任 にあた って,外 国企業は積極的な役割 を果た さなけ ればな らな い。 また外 国人 の経営
管 理者の選任 も,こ れに劣 らず難 しい。
② 調整:現 地経営陣 を構成 する ソ連 人 と外 国人が一緒 に うま く働け るとい うことは重要 であ る。
外 国の経 営管理者は,現 地 の供給 者や市場 の情 報 について,ソ 連側 に大 き く頼 らざる をえない。
他方 ソ連 の経営管理者 は,合 弁企 業 に移転 され た技術 に関 す る情報 を与 えて くれ る外 国人め同
僚 を必要 とす る。
③ 独 立性:現 地経営 陣は,取 締役 会,相 手企業,あ るいは政府官僚 の過度 の干渉 を受 け ずに 主
要な実務上 の決定 をす る自由 を もたなけれ ばな らない。参 加企業のいずれかが,合 弁企業の運
営 と決 定に既得権 益 を もって いる:場合 には,こ れは困難 で ある。現地 の経営管理 にお いては,
官僚主 義的混乱 を避 けな ければな らない し,各 段階 で承 認 を得 るために⊥級組織 に上提す るの
ではな く,与 え られた権限 を進 んで活用 で きなけれ ばな らな い。
④ 成績 責任:最 近 の経済改革 では ソ連 企業への財務責任 の導入 が計 画 されて きたが,上 級機 関
の指令に従い さえずればよい 「ソフ トな予算 」制 約に慣 らされて きた経 営管 理者が,高 度 な レベル
の意 思決定 の重 責お よび 自らの結果に対す る責任 に係 わ る リスクに対処で きるか どうかが合 弁企業
の成否 に影響 を一与える。1988年12月2日付 ソ連 閣僚会議 決定 「国有,協 同組合,そ の他 の社会的企
業,合 同,組 織 の対処経 済活動 の一層 の発展 について」 に よ って,外 国人が合弁企業 の会 長お よび
社 長に就任 で きるよ うに改 め られ,単 に外国企業側 の経 営人 が意思決定過程へ参加 す るばか りでな
く,意 思決 定 において多大な影響力 を行使す る ことが できるよ うにな った。 しか し,実 際 には,現
地 の支持 がない と仕事が進 まな いので,会 長 や社長 は現地 人 の方が好 ましい こと も多い。すでに指
摘 したよ うに合 弁企業 をと りまく経 済的 イ ンフラス トラクチ ャーが未整 備な ソ連 では,ソ 連人の会
長 あ るいは社長 の個人的な コネ クシ ョンを通 じて,様 なな経営 資源(ヒ ト,カ ネ,モ ノ,情 報)を
確保 す ることが重要な課題 とな るか らである。近年,ソ 連 で も経営 マ イン ドあるいは企 業家精神 が
　
強調 され るよ うにな って きた とはいえ,過 去にあ るいは現在経済機関 の要職 にあ る人が必 ず しも経
済改 革下の新 しい経営環境 に適応 で きるとは限 らず,会 長 あるいは社長候補 が本 当に経 営能 力のあ
る人物で あ るか どうか を検討 す ることが重要で ある。
また,合 弁企業 の経営活動 は原則 と して取 締役会 での全会 一致 を必要 とす るとい う点 に も問題 が
あ る。 あ る合 弁企業 では,相 手企業 または外 部借款 か らの追 加的資金調達,事 業拡大計 画,給 与,
ボー ナス,予 備 フ ォン ドの分配 に関す る決定 を含 む主要 な企 業戦略 の決定は,取 締役会 の投 票で全
会一致 を得なければな らない。 この取締役会 は,合 弁企 業の最高機関で あ り,3人 の ソ連 人 と2人
の アメ リカ人か ら構成 されてい る。 この約定 は事実上,外 国企業 に主要 な企業戦略 の決 定にお け る
拒否権 を与 えているが,こ れは経 営権 を現地 の外部へ,つ ま り本社 の取締役 会に移 す ことに もな り
かねない。外 国企業 は こ うした傾 向 を抑制 しな ければな らず,企 業長 と彼 の代理 が取 締役会 の厳 し
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い干渉 を受 けずに 日常業務 を行 う権限 を もつ よ うに しな ければな らない。
ソ連側 は,外 国企業 が経営 と くに品質管 理にお いて重要 な役割 をはた して くれ ることを期待 して
い る。 しか しソ連 では,こ の分野 におけ る西側 の優位 を認 めるこ とと品質管理 の専門 家 を実際 に受
け入 れ ることの あセ・だには大 きなギ ャップがあ るよ うに思われ る・合弁企業 の経営管理 者は製品の
選択 を監督 し,晶 質 が基準 に合 わない場 合 には供給 者に直接 連絡 して品質管理 を改善 させなければ
な らな い。現在,ソ 連では品質改善のため にゴスプ リヨー ムカ(国 家検収制度)が 設 け られてい る。
しか し,あ るソ連企業の企業長 の意見に よれ ば,ゴ スプ リヨー ムカ もやは り非経済的 な管理制度 の




合弁企 業の両 当事者 の共 通の 目標 は,国 際 市場 で競争 力を もつよ うな商 品質の製 品 を生産 す るこ
とであ り,そ のためには,良 質 の労働 力 を確保 し,か れ らに高 い効率 と生産性 を実現 させ るよ うな
インセ ンテ ィブ をどのよ うに して与 えるか とい った労 務管理上 の諸問題 が もっと も重要な課題 のひ
とつ.にな っている。.
1987年の最初の合 弁企業法 では 「合弁企業 で働 くソ連 市民の労働報酬,労 働 ・休息条件,社 会保
障 は ソ連の法規基準 に よ り調整 され る」 とされていた。 その後,1988年12月2日付 ソ連 閣僚 会議
決定 「国有,協同組合その他の社会的企業,合 属 組織の対外経済活動の一層の発展についで」に
よって・ 「合弁企業 の職員 の採 用 と解雇,ソ 連 ルー ブルの労働 報酬お よ び物質的刺激 の形態 と額 の
諸問題は合弁企業」 自身が解決 す ることにな った。 しか し,合 弁企業が ソ連国 内で操業 する以上,
ソ連 の労働市場 の特 質に適応 した労務管 理上の施策 を講 ず ることが必要だ と思 われ る。
ソ連は,労 働 力不 足の国 であ り,し か も就業が法的 に保障 されてい るので転職 が容 易 で,労 働移
動率が きわめて高い。毎 年約2,500万人が転職 し,そ の約3分 の2が 「チ ェクーチ ェスチ(労 働 力
ゆ
流動)」 とよばれ る 自発的退職者 と労働規律違反 とによ る解雇 者であ る。 これ らの退職者数 を年平
均在籍 従業員数 で割 った労働 流動 率は全体 と して低 下傾向 を示 してい るとはい え,依 然'として高 く,
　
1987年に工業部 門で12%,も っと も流動 率の高いサー ビス部門 では17.6%であ った。地域的 に も相
違が あ り,全 体 と して ヨー ロ ッパ部 が相対的 に低 く,シ ベ リア ・極東地域 な どで高い。 この労働 力
流動は,社 会的 ・経済的 に様 々な損害 を もた ら し,ソ 連 の労働市場 にお いて もっとも重大な問題 と
な ってい る。労働 の中断,離 職 直前 ・入職 直後 の労 働生産性 の低下,転 職 にと もな う再教育費 な ど
は・直接的 に経済的損失 をもた らして い る。 また,要 員 の一一時的 不在,製 品の品質低下,欠 陥品 の
増加,時 間外労働 の増加,賃 金 フォン ド超過 支出な ど生産 お よび労務管 理上の問題 と関連 した様々
な間接的 な経済的損失 が生 じている。 この他,労 働集 団の人聞関係,集 団主義,責 任 の分担 な どに
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も否定的 な影 響 を もた らす。
しか も,退 職 の動機 は きわめて多様 である。 これは,① 生産」二お よび経済的理 由,② 生活条件 に
た いす る不満,③ 個人的理 由の3大 動機 に大別 す ることがで きる。 こ うした動機 の うち1987年の資
料 によれば,労 働 条件 にたいす る不満(作 業 に リズムがない,高 熱 下あ るいは屋外 での作業,肉 体
的 重労働な ど)が14.1%,職種不満 お よび 作 業 と 専門 ・技能資格 の 不 一致が8.5%,賃 金不満 は
17.4%であ った。住 宅不足,職 場 が遠 い,託 児所がないな どの生活 条件 にた いす る不 満は16・9%,
ゆ
転居,結 婚,就 学 な どの個人 的理 由は31.8%であ る。
退職動機構成 自体がす でに述 べた よ うに多様 であ る以上,合 弁企 業 もまた労働 力流 動の問題 を免
れてはいない。た とえば,日 ソ合 弁企 業 「イギル マ ・タイ リク」 の 日本側関係者.は次の よ うな証言
して いる。
「日本側 の不安材料 と して,ソ 連人労働 者の流動性 があ ります。:現在,179名の ソ連 人 と5人 の
日本人 が働 いてい ます。ひ とつ には,怠 慢 で規律 に 従わない労働 者 を 解雇 した ことも あるで し
ょう(6カ 月で19名が解雇 された)。 しか し,他 方,人 員 を長期間 イギルマにひ きつけ てお くため
の良質の生活物資提供 システムの欠如が指摘 され ます。賃金 がひ じょうに高い レベルにあ って も,
この シベ リアの奥地 には それ を使 う機会 もあ りません。 この よ うな状況 では,い くら賃金 を高 く
　
して も,人 を工:場に引 きつけてお くことはで き ませ ん。」
ソ連東欧経済研 究所が行 った面接調査 で も,同 様の問題点 が指摘 されてい る。 これに よれば,ソ
連 の住宅問題 は地方 にお いては きわめて深刻 であ り,た とえ合弁企業 であ って も優 先権 を獲得す る
のは困難 であ る。外国人 の住宅 について も行政機 関が面倒 をみて くれ るわけではな く,行 政機関 の
紹介 か個人的 な コネクシ ョンによ って確保 しな ければな らない。結局,労 働者のための宿泊設備 を
合 弁企業 自身が建 設 しな ければな らず,た とえ地代 がいかに安 くと も一定の資金が この建設 のた め
に眠 ることにな る。 また,せ っか く従業員用住 宅 を建設 して も,離 職 した場 合立退 きの問題 が発生
してい る。
この よ うに,労 働 力流動 の動機構成 をみ ると,合 弁企業の労務 管理問題 は,企 業 自身の経営努 力
だけでは解 決 しえな い性 質の ものであ ることがわか る。個人的理 由による退職は,一 定程度 予測 で
きると して も,管 理不可能 であ る。 また,生 活 条件 に対す る不満は,住 宅 や消費財供給 システムの
確 立 をは じめ とす る社会 的 イ ンフ ラス トラクチ ャーの問題 と不可分であ り,こ れは主 と して ソ連側
の努 力にかか っている。 また,生 産 上お よび経済 的理 由のなか で作業に リズムがない とい った不満
は,適 時 に必要 な資材 を補給 しえな い資材 ・機 械補給制度 の欠陥 と も関連 してい る。
しか し,生 産上お よび経済的理 由は基本的 に企業 レベルで管理可能 である と考 え られ る。 こ うし
た対策 と して まず考 え られ るのは,企 業が必要 とす る人材 を厳 格な採用基準 に もとづいて選抜す る
ことであ る。 よ り高 い賃 金,西 側商 品への アクセ スに対す る労働者の期待 は,合 弁企業 の求人 にた
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いす る強 い需 要を生 みだす と考 え られる。厳 しい入社試験 を実施 し,正 式採用 に先立 って労働 者の
仕事ぶ りを評価す る試傭 期間 を設 け ることは,良 質の労働 力確保 にと って不可欠で あろ う。
また,生 産 の職種 ・資格上 の要請 と勇働者 の実際 の労働 能 力を常 に一致 させ,企 業 内部 の労働 力
を効 率的 かつ柔軟に活用 できるよ うOJT(職 場 内教育)を は じめ とす る企業 内教育 を充実 させ る
ことが必要であ る。 とい うのは,今 日まで ソ連 にお いて も様 々な職 業教 育制度 があ ったが,こ う し
ゅ
た教育 と生産 との関連 が不 十分であ ったよ うに思われ るか らである。 と くに ソ連 人管理者 の養成 を
含 めて長期的な人材養成 を図 り,た とえ退職 や人事異動 によ って人 が入 れ替 わ った と して も職場 と
しての一貫性 を保持で きるよ うにす ることが重要 であ る。 ソ連側 のこ うした努 力のr環 として,現
在 ソ連 国民経 済 アカデ ミ 一ーIPよび全 ソ外国貿易 アカデ ミー付属 の2つ の ビジネススクールで合弁企
ぱの
業 の経営管理者 の養成 が進 め られてい る。
さ らに,適 正 な格差 を もち,労 働者 にその格差 の根拠 がは っき りと理解 でき るよ うな賃金体 系の
設 定 が必要 である。 日ソ合弁企業 「イギル マ ・タ イ リク」 では,資 格,実 行 力,節 約,労 働効 率の
4っの基準 をそれぞれ40%,30%,10%,20%ずつ加味 した賃 金の査定 を行 ってお り,こ れは労 働
おの
者 に とって も分 か り易 く,高 い労働規律 の維持 に貢献 してい る。 この他,各 労働者 の適性 と努 力に
応 じた昇給 お よび人事異動 ・昇給 システムを整備す ること も重 要であろ う。
また,「イギル マ ・タ イ リク」 のあ る労働者 は,企 業が外 貨収入 を得 てい るに もかかわ らず,労 働
者には分配 され ていない ことに不満 を表明 し,外 貨収入 の一部 を分配 す るか,西 側 か らの輸入製 品.
ゆ げ
を販 売 してほ しいと要望 している。 と くに後 者については,企 業 内福利 厚生 の一環 として,西 側 の
製品 を扱 う従 業員専用 の店 舗 を設 けるこ とによ って,良 質 の労働 力確保 を促進す ることが できよ う,,
現在,ペ レス トロイカの進展 とと もに,不 良労働者 の解雇 や合理化 に よる余剰人員の整理な どが
　
進 みつつあるが,む しろ良質 の労働 力 を確 保す ることが重要 な課題 とな るよ うに思 われ る。長期的
に見た場 合,合 弁企業が良質 の労働 力 を確 保す るためには,す でに指摘 した よ うな労務管理⊥ の施
策に よ って,い かに快適 な職場環境 をつ くりだす ことが でき るかが ポイン トとな るであろ う。将来
この点 をめ ぐって合弁企業が ソ連企業 と競 合す ること も予想 され る。
最後 に,合 弁企業 で働 く労働者 の権利 をどのよ うに保護 す るのか とい う問題 である。法律 によれ
ば,合 弁企業 において も労 働組合が結成 され ることにな ってい るが,現 実には多 くの合弁企業で労
働組合 の結成 が著 しく選 れ るか,あ るいは全 く結成 されてお らず,合 弁企業 の経 営者 と労働組 合の
　
あ いだで労働 協約 が締結 されない とい う事態が生 じてい る。 また 「イギル マ ・タイ リク」では製 品
(木材)の 選 別 ・梱包が主 に若 い女性 の手作業 で行 われてお り,労 働保護 に関す る基準はなに もな
い。現在 の ところ,合 弁企業 にお け る労 働問題 はあ まり注 目されては いないが,最 近合 弁企業労働
　
組合 連盟が設立 されるな どの動 きるあ り,今 後様 々な問題 が顕在化 して くる ことが予想 される。
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W結 び に か え て
以 上・ ソ連 におけ る合 弁企業 の経営管 理問題 につい て考 察 して きたが,資 産 評価,利 益 の分配,
原料調達問題などいずれも・個々の企業が完全独立採算制にもとづいて自立的に経営活動を行うた
めの経二営 環境お よび経済的 イ ンフ ラス トラクチ ャーが未整備 の問題 と係 わ ってい ることが明 らかに
な った。 ここに もやは り・従 来の ソ連の硬 直的 な経済 制度 と新 しい経 済制度 の矛盾 が現れてい る。
しか も,合 弁企業 が量的 には急速 に拡 大 して いるに もかかわ らず,実 際には大半 の合 弁企業 が稼働
していな いのは・ 多 くの合弁企業 が未 だ企業化調 査段 階 にあ るばか りでな く,.ソ連 の官僚制機構 と
資本主 義諸国の企業が相互補 完性 を もち,経 済的成 果が 見込 まれない よ うな合弁企業 を生 み出 して
が
い ることも一因 とな ってい ると考 え られ る。 ガ イダルに よれば,西 側 企業 にと って,ソ 連 は魅 力的
な市場 であ るが,そ れは広大 な市場 をもち,豊 かな天然 資源 によ って支払 い能 力が保証 されて いる
ばか りでな く,納 入 す る機械 ・設備 や製 品の品質や効率性 に対 す る要 求が低 いか らである。 他方,
ソ連省庁 に とっては・ 製 品の価格 や実際 の経済効率 と結 びつ いた考慮 は副次的 な役 割 を演 ずるにす
ぎない・ 重 要なのは・契約 の必要性 を証 明す ることであ り,そ の もとで外 貨資源 を得 ることであ る。
こ うして ソ連省庁は 関係機 関 の利 害 の調整 を図 りつつ・'西側 市場 で!よその販売 で困難 な問題 が生 じ
てヒ るよ うな製品 の大量 買付 けや展 望のない大規 模 プ ロジェク トの認可 を行い,西 側の斜 陽産 業の
救済:者の役割 を果 た して きたので ある。 このよ うに,経 済効率 に無 関心な ソ連省庁 と西側企業 の利
害 が一致 してお り,し か も西側 企業は ソ連 との取 引で 自社 の評 判 を考慮 しな くて もよいので,し ば
しば西側 企業 との共 同 プロジ ェク トがF/S(企 業化調査)や 環境 アセ スメ ン トな どの検討な しに,
茄子 され る。 そ して,こ れが経済成 果 を生 まな いムダな投 資,環 境 破壊 とい った経済的 ・社会的問
題 を引 きお こ してい るのであ る。すでに合弁企業 について も,こ うした批判 がでてお 謂 合弁企業
設 立前 に十分 な調 査 と準備 を行 うことは,ソ 連企業 に と って も外国企業 に とって も長期的 にみて も
っと も重 要な課題 のひ とつ であ ると考 え られ る。 いずれ にせ よ,合 弁企業 の成否 は,国 内の経 済改
革の進展 と連動 してお り,本 稿 で考 察 した合弁企業 の経営管理 問題 も短期間 に解 決す ることは困難
であろ う。
当面 の措 置 と して,経 済特 区 を設 け,経 営環境 を重 点的 に整備 し,合 弁企業の誘地 を図 るこ とは,
有効な方法 であ る と思わ れ る。 しか しな が ら,ソ 連 の経 済特区 構想 につい ては批 判 も多 く,ま たそ
　
の具体的 諸条件 につ いては,今 の ところ明 らか にな ってお らず,今 後 の動 向 を注 目してきたい。
(1990勾三2月28日刀兇刃1高)
注 く1)詳し くは,音 羽周 「ソ連 の対外経済管理制度 改革の 主 要方向」,(社)ソ連東欧貿易会 ソ連東欧経済研究
所r調 査 月報』1989年7月号,望 月喜市 「ソ連 の対外経済対策」『ソビエ ト研 究』1989年第2号,を 参照 。
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・ソ連 経 済 ・法 律 研 究 会rソ 連 合 弁 法令 集 ・第1集 』1989年。
・r調 査 月報 』(1981年3月号 ,1988年12月号,1989年3,4月 号)
(3)この 点 につ い て は,注1の 文 献 の他,小 川 和 男 著 『ペ レス トロ イカの 経 済 学』 ダ イヤ モ ン ド社,1988年,
139～165頁を参 照。
(4)この3つ の合 弁 企 業 関連 法 の 異 同 に つい て詳 し くは,溝 端 佐 登 史 「合 弁企 業 法 の改 正 と諸 問題 」r社 会









(9)郵送 に よる ア ンケ 一 下調 査 で回答 の あ った8商 社 の調 査 結果,お よび4商 社,1メ ー カー の ソ連 担 当者
に 対 す る面接 調 査 。
(10)``3KoHoM-ecKaflva3eTa"1989r.No.46.
{1D`《II3BecTHH"1989.10.261989.10.28.
ω フ ェ ドレ ンコ,'ペ トラコ フ編 著,田 中雄 三訳 『現代 社 会 主 義 の機 能 メカ ニズ ム』 ミネ ル ヴ ァ書 房,1984
年,第2章 を参照 。
⑬`「9KoHoMvaHecKafira3eTa"1989r.No.12.
0の こ の問 題 に つ いて は,「 ペ レス トロ イカ を脅 かす ソ連 国家 予算 の赤 字急 増 」 『調 査 月報 』.1988年12月号`を
参 照 。 な お,ア バル キ ン到 着 相 擁 経 済 改:革国 家委 員 会 議 長 に よれ ば,1989年の財 政 赤 字 は1,000億ルー ブ
ル に達 す る。(「正念 場 のペ レ ス トロ イカ 」 『調 査 月報』6月 号)




⑯ 森 章 『現代 社 会 主 義 の会 計 構 造 』:大月書店,1983年251-252頁。 な お,森 章 教授 か ら 直接 示 唆
を受 け た 。記 して感 謝 の意 を表 す 。
血7)``KpaBAa",1988.10.10
⑱BusinessEasternEuroPe,1988.5.16












OSG.K:.ヘ ラ イ ナ 一 著,関 下 稔,中 村 雅 秀 訳 『多 国 籍 企 業 と 企 業 内 貿 易 』 ミ ネ ル ヴ ァ 書 房,1982年,を 参
照 。 な お こ う し た 多 国 籍 企 業 の 行 動 に つ い て は,ソ 連 で も 危 惧 の 念 が 表 明 さ れ て い る 。
See;'S.Glaziev,1.Karimov.ノb初'Venture'TaxationPrOblem,ForeignTrade・1990,No・1,
Pp.41一"42.





㈱ 岡 田 進 「経 済 メ カ ニ ズ ム の ペ レ ス5ロ イ カ 」 『ペ レ ス ト ロ イ カ 』,ソ ど エ ト研 究 所,1987年,39頁 。
⑬のChrisC.Carvounis,BrindaZ.Carvouniop.cit.,pp.112,122.
B9ソ 連 東 欧 経 済 研 究 所 ア ン ケ ー ト資 料 。 な お,旧 来 の ソ 連 の 経 済 体 制 が,必 然 的 に こ こ で 指 摘 し た よ う な
イ ン フ ォ ー マ ル な 経 済 関 係 を 生 み 出 し,し か も現 実 の 経 済 活 動 に お い て 大 き な 役 割 を 果 し て い る こ と に つ







㈹ 以 下TomLaur至ta,MichaelMcGloin,oP・cit・,P・48に よ る 。
⑳ た と え ば,企 業 家 精 神 を 前 面 に 掲 げ た 次 の よ う な 文 献 が 出 版 さ れ て い る 。
1[B.rop.ttaHoB,B.B.HapnoB,B.T.P513aHoB,GoqliaAncTngecKafl皿peAnpHH皿MqHBocT五,M.,1989r.
(『社 会 主 義 的 企 業 家 精 神 』)
働TomLaurita,MichaelMcGloin,op.cit.,48.
㈲Uenb-B3aHMHoecoTpyAHMgecTBo,"XO3fifiCTBOHnpaBo"1989,No.10,cTp.71.
⑭ 以 下 に 概 観 す る こ の 問 題 に つ い て は,拙 稿 「ソ 連 に お け る 労 働 力 流 動 と 地 域 経 済 に つ い て 」r明 治 大 学








働 こ の 問 題 に つ い て は 以 下 の 文 献 を 参 照 。
・塩 川 伸 明 「ペ レ ス トロ イ カ と ソ 連 労 働 者 」(中)r経 済 評 論 』1990年1 .月号,74-81頁 。
・大 津 定 美 「労 働 刺 激 シ ス テ ム 」rソ 連 経 済 の 改 革 に 関 す る 研 究 』,総 合 研 究 開 発 機 構,1988年 。
蟹う``SKoHoMHHecKaHra3eTa",1989r.,No.35.
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㈱JLA、 阻ep6aKoBa,YKa3.co9.,cTp.98.
63「APNプ レス ニ ュー ス」1990.1.12,No.4463,
㈹ 以 下 の記述 は ・E・「aHAap・3pfiAeHepHeAaroT・"KoMHyHncT"`1989,Np・8,cTp・25一・35に依 拠 して
い る。(上 野勝 男訳 「ソ連 に お け る外 資 導 入 と結 び つ い た大 規 模 プ ロ ジ ェク トの問 題 」r社会 主 義経 済 研究 』
1989年第13号)
㈲ 「合 弁 企 業 と エ コ ロ ジー 」 『今 日の ソ連 邦 』1989年 第21号,27-29頁。
鯛r調 査 月報 』1989年10月号 には,ソ 違 例 の経 済特 区構 糧,お よび ソ連 東 顧 経 済 概 究 所 が1989年10月に 日
本企 業 に 対 して行 った ソ連 の経 済 特 区 に 関 す る ア ンケ ー}結 果 が公 表 され てい るの で参 照 された い。
